船舶保管施設等指定管理業務仕様書

　船舶保管施設等の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕様書による。
１　趣旨
　　本仕様書は、船舶保管施設等（船舶保管施設、船舶保管施設関連駐車場、船舶保管施設関連船舶昇降機をいう。）の指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定めることを目的とする。
２　船舶保管施設等の管理に関する基本的な考え方
　　船舶保管施設等を管理運営するに当たっては、次に掲げる項目に沿って行うこと。
（１）安全な運営に努めること。
（２）市の意図するところに従い、常に善良な管理者の注意をもって管理に努めること。

（３）効率的で適正な運営を行い、管理運営費の削減に努めること。

（４）利用者にとってより利用し易いよう、サービスの向上に努めること。

（５）当施設は秋谷漁港内にあり、港は漁業者と共同で使用するため、漁業の業務に支障のないよう常に配慮し、漁業者との共存を図ること。

（６）個人情報の保護を徹底すること。

（７）巡回警備等の体制を整え、防犯に努めること。
３　業務内容
（１）船舶保管施設等の使用許可に関すること。
ア　船舶保管施設使用許可申請書等の受付事務
イ　船舶保管施設等の利用料金収納事務
　（ア） 船舶保管施設　　　　　　　　施設使用料

　（イ） 船舶保管施設関連駐車場　　　駐車場使用料
　（ウ） 船舶保管施設関連船舶昇降機　昇降機使用料
（２）船舶保管施設の募集に関すること。

ア　船舶保管施設の収容状況に応じて、公募により適切な募集を行うこと。
イ　公募の条件については、市と協議を行うこと。
（３）船舶保管施設等の運営及び施設、設備の維持管理に関すること。
　ア　職員の雇用に関すること。
　　（ア） 船舶保管施設等に所長１名を配置すること。
　　（イ） 施設の営業時間には、１名以上のクレーン運転士（5ｔ以上）免許等を保有
し、かつ、玉掛作業者（厚生労働省認定）の資格を持つ者が勤務すること。
　　（ウ） 職員数については、船舶保管施設等の運営に支障が無いよう配置すること。

（エ） 職員の勤務形態は、船舶保管施設等の運営に支障が無いよう定めること。

　　（オ） 職員に対して、施設の運営管理に必要な研修を実施すること。
　イ　船舶保管施設関連船舶昇降機及びボートキャリアを操作すること。
　　（ア） 船舶の入出港等の際、船舶保管施設関連船舶昇降機で船舶の吊り上げ及び吊り降しを行うこと。
※　荒天等で漁船に避難の必要が生じた場合、漁業者の申し出により、漁船を陸揚げするための昇降機操作を行うこと（昇降機使用料は無料とする。）。
　　（イ） 船舶保管施設関連船舶昇降機を使用して船舶の吊り上げ等を行う場合は、クレーン運転士（5ｔ以上）免許等を保有し、かつ、玉掛作業者（厚生労働省認定）の資格を持つ者が責任を持って行うこと。
（ウ） 船舶保管施設関連船舶昇降機と船舶保管施設内の保管場所との間、その他使
用者の要望に応じボートキャリアで船舶の移動を行うこと。
　  ウ　使用を許可した船舶・車輌の受け入れ及び保管
    （ア） 指定管理者が、施設の使用を許可した船舶を船舶保管施設に収容すること。
　  （イ） 指定管理者が、施設の使用を許可した車輌を船舶保管施設関連駐車場に収容
すること。

エ　船舶保管施設等の適正な運営を図るため、以下の施設等に関する保守管理等を行うこと。
　　 （ア） 船舶保管施設関連船舶昇降機

　   （イ） 船舶保管施設関連浮桟橋
（ウ） 船舶保管施設関連仮係留施設

（エ） 附帯施設　　管理棟、シャワールーム、トイレ、更衣室、倉庫、車庫
 　  （オ） 設　　備　　給水・給湯設備、電気設備、排水ポンプ、フェンス、
ボートキャリア
　オ　船舶保管施設等場内の清掃を行うこと。

　カ　施設等の小破修繕を行うこと。

　キ　供用時間内に巡回警備を行うこと。
ク　施設及び保管物については、常に良好な状態を保つよう施設使用者と連携をとること。
ケ　保険（保管物賠償責任保険（保管艇、漁船）、現金動産総合保険、自動車管理者賠償責任保険、施設賠償責任保険）に加入し、当該保険料については利用料金収入で賄うこと。なお、施設賠償責任保険については、施設保有者である横須賀市も補償の対象（被保険者）となる契約内容とすること。
（４）その他
　　ア　緊急時対策、防犯・防災対策については、マニュアルを作成し、職員に指導を行
うこと。
　イ　個人情報保護については、職員に周知・徹底を図ること。
ウ　職員会議を定期的に開催し、意見等を施設の運営に取り入れるよう努めること。
エ　当該施設の管理運営方法については、施設使用者への周知に努め、必要に応じて
連絡会等を行うこと。
オ　横須賀市と船舶保管施設使用者との連絡会確認事項（別紙１）を遵守すること。
　　　　※本仕様書とは別に、市と船舶保管施設使用者による連絡会において、別紙１のとおりの内容を確認した。
カ　気象、海象の状況から出艇が危険と判断した場合は、船舶保管施設関連船舶昇降
機の操作を止めること。
　　キ　職員の服装は、常識的に判断して当該施設に勤務する者にふさわしいものとする
こと。
ク　「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」の改正（平成22年４月施行）
に基づき、施設におけるエネルギー使用量について測定・記録し、横須賀市へ報告する
こと。

ケ 　施設利用者に対しては、できる限り電気等の利用を削減することなどの周知、啓発
に努める（施設内に張り紙をするなど）とともに、指定管理者自らの事務を行う上で、
電力等の使用量を削減するための必要な措置をできる限り講じるよう努めること。

４　収支予算書等について

（１）収支予算書

　　　別紙２の令和元年度船舶保管施設等事業収支計算書（決算額）を参考にして、毎年度、収支予算書（様式）を作成すること。
（２）職員名簿
　　　職員名簿は年度当初及び変更の都度、市へ提出すること。

（３）経理規定等

　　　指定管理者は経理規程等を作成し、経理事務を行うこと。
５　事業報告及び業務の調査等
（１）事業報告書の提出期限
管理業務に係る事業報告書は、毎年度管理業務終了後２か月以内に提出すること。
（２）事業報告書の内容
　　ア　当該年度の管理業務の実施状況報告書（事業の実施状況、使用許可等の状況、使用料の収入状況等、使用者からの要望とそれに基づいた改善結果）
　　イ　当該年度の管理に係る収支決算書

　　ウ　当該年度の団体の経営状況を説明する書類（収支（損益）計算書、貸借対照表等）

（３）業務報告書の提出先
横須賀市みなと振興部水産振興課
（４）業務の調査・指示

市は、管理業務又は経理の状況等の現地検査を行い、必要な指示をする。
６　協議
　　指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処　

　理について疑義が生じた場合は市と協議し決定する。
７　物品の帰属等
市の所有に属する物品については、「横須賀市物品会計規則」に基づいて行うため、
　指定管理者は同規則に定められた備品整理簿に準ずる帳簿を備えて、その保管に係る物品を適切に管理しなければならない。

８　備品等
　　別紙３のとおり。
９　業務を実施するに当たっての注意事項

　　業務を実施するに当たっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。
（１）公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、使用者に
よって異なるサービスをしないこと。　

（２）指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、市と協議すること。
（３）各種規定等がない場合は、横須賀市の諸規定に基づき業務を実施すること。
（４）その他、この仕様書に記載のない事項については、市と協議すること。
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